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特定非営利活動法人 KHJ全国ひきこもり家族会連合会 

１ 事業の成果と課題 

 ２０２５年度は、前年度の組織的混乱で得た教訓から、⺠主的な運営、相互理解のためにＫＨＪ組織

の立て直しにとりくみ、あらゆる場面での⼈権尊重を重視しながら、理事会と支部の意思疎通のため

に、開かれた理事会をこころがけました。 

 全国の支部の声、本⼈・家族の切実な願いからは、地域による格差もあって厳しい現実が浮き彫りに

なっています。その声に耳を傾けながら地域の違いを超えて苦しさを共有するとともに、互いの力を分

け合うために、全国での交流、学び合いの場を様々な事業によって推進しました。 

 特に、事業の中で見えてきた、ひきこもりの長期高年齢化が顕著である実態は、行き届かない支援の

現実でもあります。その厳しい現実を知るわたしたちだからこそ、社会に向けて発信していく機会が重

要であるとの認識で、全国の家族会と手を携えてとりくみ続けていますが、まだまだ課題は多いです。 

 また、厚生労働省が２０２４年度に発表した「ひきこもり支援ハンドブック」の学習と実践に取り組み、

「本⼈の⾃律」を中⼼に据えたひきこもりについての「理解と支援」に努め、活動・事業の輪を家族、行

政や地域に広げました。 

 こうした事業の根幹となる定款や規則・規程について、時代の変化に耐えうる改正の検討を進めました。 

 

各事業の詳細は、以下のとおりです。 

【１】支部活動に関わる事業 
（１）ＫＨＪだより Ｎｏ．１～９と号外２を全１１回発行 

（２）支部交流会をオンラインで１０回開催 

（３）各支部から届いた会報を本部経由で全支部発信 

（４）兄弟姉妹の会(グループ相談会・居場所)を豊島区区民事務所、区民集会室等で開催 

   相談会(のべ参加４６組)・居場所(のべ参加者１３７名)・個別相談(のべ参加１９組) 

（５）暴力的引き出し業者などによるトラブルに対応 

（６）第１９回ＫＨＪ全国大会 in 大阪(実践交流研修会)実施 １１月３０日 

   参加者実数：約３００名 後日視聴：約１００名 

   於：大阪経済大学 

 

【２】関係諸機関・諸団体との連携による社会・地域づくり事業 
（１）厚労省 ひきこもり VoiceStation 事業への協力(委員・要員・現地参加など) 

（２）内閣府 就職氷河期世代支援の推進プラットフォーム会議への協力(委員・提言など) 

（３）議員や関係省庁との諸課題(社会的理解・ひきこもり基本法法制化など)についての懇談・提言 

   及び事業への協力依頼など、 

（４）社会的理解を深めるための呼びかけ(地域共生交付金大幅削減の報道を受けての声明など) 

（５）東京都 ピアオンライン相談へのピアサポーターの派遣に関する事業 

   東京都 「社会参加等応援事業」の調整業務に関する事業(現地ヒアリング等) 
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   東京都 ひきこもりに係る支援協議会への協力(委員など) 

（６）生活困窮者自立支援全国ネットワーク全国研究交流大会への登壇 

   いのちの電話シンポジウムへの登壇 

（７）ひきこもり基本法を求める意見書採択のとりくみを実施し、新たに茨城県内１２市町村で採択とな 

   り、計１１県５８市町村となった。 

 

【３】各種研修事業 
（１）ピアサポート事業 

  ・ピアサポーター養成研修基礎講座 １月１１日・１２日 

  ・ピアサポーター養成研修実践講座 ３月１日  …１６名修了 

  ・全国大会でのピアサポの集い１１月３０日 

（２）ひきこもりの理解促進と支援力向上のための研修 

  ・テーマ…「ひきこもり支援ハンドブック」を支援に活かす研修会 

  ・７月２７日～２月１日までの全７回 

  ・参加者計 当日８７名・オンデマンド２８６名 計３７３名 

 

【４】広報事業 

（１）たびだちバックナンバーの販売 

（２）ホームページ他ＳＮＳ更新…ホームページ３７回更新 

（３）一社ＳＨＩＰひきこもりと共生社会を考えるネットワーク発行の季刊ＳＨＩＰ！を共生社会を広 

  く考える情報誌として位置づけ、ＫＨＪ組織内外に紹介(４回) 

（４）協力団体発行雑誌への寄稿(ＳＨＩＰ！／こころの元気＋) 

（５）日本臨床心理士会(１４都道府県１９家族会)、日本社会福祉士会(兄弟姉妹の会)などとの協働事業 

（６）講師派遣事業 

  ・行政 ２８回・社協９回・他団体９回、その他、計４６回 

   ２０２４年度４１件・２０２３年度８５件 

   ・内容 ひきこもりの理解・支援学習会 関係 

（７）ひきこもりにかかわるＫＨＪ事業の広報のため、 

   ①ＫＨＪだより特別号 ②新リーフレット の検討を重ね、新年度の広報事業の展開につなげた。 

 

【５】調査研究事業 

（１）ひきこもり本人・家族の実態に関する調査(内閣府 交付金事業) 

   「ひきこもりのピアサポート活動に関する調査報告書」の発行 

   ・本人 回収数 １０１(調査用紙 ３０・Ｗｅｂ ７１) 

    家族 回収数 ２７８(調査用紙 １６２・Ｗｅｂ １１６) 

   ４月に調査結果の記者発表を経て広く公開 

 

 



２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【 7,995 】千円 ） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

（１）当該家
族（親・本人・
兄弟姉妹）の
メンタルヘル
スケアの為の
事業 

①月例会、家族会、居場所
づくりへの助言 
②親・本人・兄弟姉妹の相
談、カウンセリング 

毎月数回
ずつ 各支部 約２人 

会員と新
規参加者 

延 べ 約

200人 

244 
 

（２）中間的
支援事業（居
場所、社会的
役 割 の 創 出
等） 

①オンラインの居場所・家
族会創出促進のための支
援 
②多様な生き方・働き方に
ついての理解促進 
③中間施設との情報交換
や連携 
④ボランティア、社会参加
支援 

本部及び
支部（週
に 2～3
回から月
に 1 回ま
で定期的
開催） 

本部及び
各支部 

約１０人 会員と希
望当事者 延 べ 約

1,000人 

0 

（３）ピアサ
ポート事業 

①【新規養成】ピアサポー
ター基礎講座・実践講座 
②【新規養成】ピアサポー
ター実践活動 
③つなかん(11/30 実施) 
 

4 月～翌
年 3 月 

本部及び
各支部、
オンライ
ン 

約２０人 

会員及び
希 望 家
族、当事
者 

延べ約 
４００人 3,255※ 

（４）研修、セ
ミナー、フォ
ーラム等の開
催事業 

ひきこもりの理解促進と
支援力向上のための研修
会 

7 月～ 
2 月  

オンライ
ン 

約 20人 

会員、関
係者、支
援者、専
門家 

延べ約 
３００人 

1,303 

（５）全国の
支部活動の支
援及び新支部
設立支援等の
事業 

第 19 回 KHJ 全国大会 
in  
大阪（実践交流研修大会） 

11 月 30
日 

大阪府大
阪市 

約６０人 社会一般 
国内不特
定多数 

635 

（６）機関紙、
ホームページ
等の発刊発送
事業 

①KHJ だより発行 
②KHJ ジャーナル「たび
だち」バックナンバー販売 
③ ホ ー ム ペ ー ジ 、
Facebook 更新管理 
④広報・販売促進 

①季刊 
②③④随
時 

本部 
①４０名 
②③3 名
～10名 

会員と当
該家族と
社会一般 

 
 

国内外不
特定多数 

87 

（７）メディ
ア対応（広報、
啓発・提言）事
業 

①各種メディア（国内外の
新聞、TV、雑誌 等）の取
材、寄稿 
②行政担当所管、保健所、
民生委員等への広報促進 

随時 本部 10人 
一 般 社
会・行政 

国内外不
特定多数 

0 

（８）調査研
究事業 

①ひきこもりのピアサポ
ート活動に関する実態調
査(内閣府交付金事業) 

12 月～1
月 

本部 12 人 
会員と当
該家族と
社会一般 

国内外不
特定多数 

(３ )ピア
サポート
事業で支
出 



（９）講演、講
師派遣、 
執筆事業 

行政自治体社協等への講
演会の講師派遣 
(専門有識者、家族、経験
者、ピアサポーターにも講
師拡大していく） 

随時 関係機関 ３０人 

会員と全
国の当該
家族、行
政、支援
関係者 

全国不特
定多数 1668 

（１０）出版
事業 

ひきこもりに関する出版
物と DVD の頒布 

随時 本部 約１０人 

会員と全
国の当該
家族、行
政、支援
関係者 

全国不特
定多数 

0 

（１１）当該
関連受託・委
託事業 

①東京都ピアオンライン
相談事業 
②東京都社会参加等応援
事業調整業務 
③東京都ひきこもりに係
る支援協議会 

① 随時 
② 随時 
③ 随時 

① ②③ 
関 係
機関 

①  8人 
②  4人 
③  9 人 

 

東京都関
係 

東京都関
係 

758 

（１２）地域
共生社会の推
進事業 

①家族や本人へのメンタ
ルヘルスケア及び偏見是
正と社会的理解の呼びか
け 
②議員や関係省庁（厚労
省、内閣府等）との官民協
働 
③地域社会資源、関係諸機
関との連携 

随時 
各支部な
ど 

全国の役
員約３０
０人 

会員や社
会全体 

全国不特
定多数 

45 
. 

※（３）ピアサポート事業の事業費は、内閣府交付金事業を含む 


